
別紙１１

別記第２号様式（第５条関係）

東日本大震災等に係る授業料免除許可申請書

令和 年 月 日

上越教育大学長 殿

所 属

令和 年 月入学

本 人 氏 名

父母又は配偶者等氏名

住 所

下記により、令和７年度前期分授業料の免除の許可を受けたく、必要書類を添えて

申請します。

記

理由（該当番号に○印を付すこと。）

(1) 東日本大震災及び長野県北部地震における災害救助法が適用されている

地域で被災し、主たる家計支持者が所有する自宅家屋が全壊、大規模半

壊、半壊、流失したため

(2) 東日本大震災及び長野県北部地震における災害救助法が適用されている

地域で被災し、主たる家計支持者が死亡又は行方不明のため

(3) 居住地が福島第一原子力発電所事故により、帰還困難区域、居住制限区

域及び避難指示解除準備区域に指定されたため



別紙１２

被 災 状 況 等 申 立 書

上越教育大学長 殿

１ 東日本大震災又は長野県北部地震により被災した場合

東日本大震災及び長野県北部地震における災害救助法が適用されている地域で被災し、

主たる家計支持者が所有する自宅家屋が全壊、大規模半壊、半壊、流失した場合は、

被害状況を該当する□欄に を記入してください。

□全壊 □大規模半壊 □半壊 □流失

住宅の被害状況について詳細に記入してください。

２ 福島第一原子力発電所の事故により被災した場合

福島第一原子力発電所の事故により、主たる家計支持者の居住地が帰還困難区域、

居住制限区域及び避難指示解除準備区域に指定されている場合は、次の該当する区域

の □ 欄 に を記入してください。

□帰還困難区域 □居住制限区域 □避難指示解除準備区域

（被災住所： ）

３ 申請事由を踏まえて、生活の状況を詳細に記入してください。

勤務先が被災した場合は、その状況を含めて記入してください。また、主たる

家計支持者が失職又は就業見込みが立たない場合は、その理由を記入してください。

上記の内容に相違ありません。

令和 年 月 日

住 所：

氏 名：


